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危険地区の2000世帯を移転対象に

　震災８カ月後の昨年11月、仙台市は復興計

画を決定し、内陸への集団移転などを打ち出し

た。最大の眼目は“住まい”の再生という。

　復興で最も大切にしたいことは住宅再建だ。津

波で流出した沿岸世帯ばかりではなく、内陸の丘

陵地でも（崩落や地滑りなど約4000カ所の）宅

地被害がある。住まいは人間の暮らしの大きな土

台なので、しっかり取り組んでいきたい。仙台は

比較的、台風や大雨の被害が少なかった事情もあ

るが、地震や津波に対して土地は「かくももろい

ものか」というのが実感だ。震災後、市民は「土

地の安全性」を強く意識している。（土地本来の

地形や改変履歴、災害履歴などを集約した）土地

履歴の収集・記録も考えていかなければいけな

い。しっかりした土地をどう国民が確保していけ

るかは日本全体の問題でもある。

　復興期間を（国の基本方針に沿って）10年に

すると、仙台市としてはゆとりが出る。しかし復

興は「１日も早く」が基本。行政体としての力を

フルに使ってがむしゃらにやらないといけない。

　集団移転や区画整理では政令市の経験が生き

ると見るが、自治体は意思決定と住民への説明

をきっちりやりきるべきだと強調する。

　政令市は他の市とは違い、日ごろから宅地行政
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復興は短期決戦、断腸の思いで居住制限
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を行っており、大規模な区画整理も手掛けている。

「実績と法制度を理解している強みを災害の時に

生かさないでどうするのか」という気持ちだ。行

政の専門的な力量を市民のために生かせなければ

政令市として看板倒れになる。

　ただ、一般市は大変だ。被害が大きい石巻市な

どは大規模な中心市街地の再開発や区画整理が不

可欠となる。他の自治体からマンパワーが来るの

は大変ありがたいが、被災自治体で意思決定がで

きて、さらに住民に説明ができた時に初めて応援

の力が生きる。住民の合意形成の推進役は、そこ

の自治体の人間でなければならない。

　土地は個人資産の最たるものだが、危険な地区

には居住制限をかけさせていただく。これは大変

重いことだ。シミュレーションを繰り返し、制限

する面積を減らそうとした結果が2000世帯の移

転だった。いろいろな思いがあるのは十分承知し

ているが、世代を超えて安全な地域に住んでいた

だくことが自治体の長として最大の願いだ。

　復興計画には生活復興や農業再生、防災、新

エネルギーなど幅広く盛り込んだ。採算面など

で反対も根強かった地下鉄東西線（15年度開

業予定）は「復興路線」として機能するという。

　制度だけなら国や県の人もわかるが、復興で一

番大事なのは現場で動くことだ。「（制度と現場の

バランスを取りながら）竹馬にのって全速力で走

る」つもりだ。危ないがチャレンジしないと早期

の復旧はできない。集団移転、宅地救済、がれき

処理、雇用のミスマッチ解消――。制度がなく苦

労したことも含め、総合的に震災復興を成し遂げ

ていく。すべてがトライだが、問題提起とスピー

ド感で先陣を切る役割が仙台にはある。

　（津波で被災した）仙台の東部は宅地が少なく、

そこへ地下鉄東西線が延びていく。震災前に着工

していたのは、とてもラッキーだった。被災地域

をどんな都市軸の中で復旧させていくかはどこの

自治体も悩む部分だが、仙台の場合は迷わなくて

済む。東部への軸は既に決まっていて、それに沿

って利用可能な土地を生かしていく。

　東部地域には（集団移転などで）沿岸部から移

転する人が出てくる。沿岸での雇用回復には相当

年数がかかりそうで、特に若い人は仙台志向が強

まるだろう。東西線は「復興路線」「東部開拓路線」

として機能するはずだ。

遅すぎた国の３次補正、内容は評価

　国の３次補正予算の編成の遅れは仙台市の復

興計画づくりも遅らせる結果になった。ただ、

内容自体は評価している。

　３次補正は最低でも８月末には決まっていて欲

しかった。９～ 11月の３カ月間も（復興方針の）

地域説明会ができず、つらかった。４月いっぱい

はインフラ復旧期だったが、５月にはある程度の

住民が仮設住宅に移り、７月末に仮設への移動が

完了した。そして８月はお盆で鎮魂――。その後

は先の話をしないといけないのに、おカネと制度

がなかった。９月議会では「ひたすら国を待つし

かない」という答弁を繰り返すしかなかった。

　ただ、結果として３次補正の内容は悪くない。

例えば認定を受けた事業の一部を交付金というか

自由に使える事業費として措置する制度はなかな

かのもの。被災自治体がこれだけ規模が違い、被

災の程度や対象も違う中で、どんな自治体もいい

とこ取りをして事業を組み立てていける。
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　しかし復興庁は発足が遅過ぎた。半年くらいで

被災地にできていればよかった。いろんな事案が

出てくると、複雑怪奇な法の網目にとらわれるな

ど、いろいろな制約が出てくるかもしれないが、

復興庁が省庁の壁を越えてやっていけるのであれ

ば意味がある。

　危機対応を巡り政令市の権限の限界にも直面

した。ただ「大阪都構想」には否定的で、大阪

市の力を発揮できる仕組みづくりが先決とみる。

　基礎自治体としての政令市は普段から国と付き

合っているので、国の理屈や制度もわかる。一方

で（県とは違い）現場も抱えているので、制度を

動かすときの難しさもわかる。わかっていて進め

るのが震災復興には一番いい。そうした他の自治

体にはない政令市の力は非常に大きいと思ってい

る。大阪都構想で新たに「大阪都」をつくるより

は、現在の大阪市がきちっと政令市としての力を

発揮できる仕組みづくりをした方が住民にとって

はいいのではないか。

　雇用と生活保障では、ハローワークは国、労働

政策は国と県の双方が担い、それでも自立できな

かった人が市町村で生活保護を受ける。そこが解

せない、というのが政令市の市長の大方の考えだ。

自分たちが一生懸命に労働行政をやって、それで

も自立できなかった人が生活保護というセーフ

ティーネットを求めてくるというなら理解できる。

（国や県は現場から）離れているので切実感がな

い。負担を求められるなら、生活保護に至る前の

段階も我々にしっかりやらせてくれと言いたい。

　災害救助法の関係でも政令市だからといって、

特別な権限はなく、県と調整して進めなければな

らない。（政令指定都市市長会が主張しているよ

うに都道府県と同様の権限を持つ）特別自治市に

なれば県も楽になるのではないか。「今はこの案

件は県がやって政令市と相談」「これは政令市が

単独で」とか、ごちゃごちゃだ。今回の震災でも

政令市はかなりのことができると証明された。例

えば物資の配給は、県が石巻市から北をやり、東

松島市から南は仙台市が担当した。

明治以来の都道府県制度は陳腐化

　復興の過程では避けられない「選択と集中」。

経済のグローバル化も踏まえ、道州制的な仕組

みも検討対象の１つとみる。

　グローバル経済の中で、県という単位がどれだ

け適正な範囲なのかが見えなくなっているのでは

ないか。産業政策は県の大きな柱だが、経済の実

態を見れば、県単位では難しくなっている。（東

北に立地する）トヨタ自動車グループの３社が合

併するが、本社が宮城県と岩手県のどちらになる

のかということはトヨタにとっては何の意味もな

い。県道なども広域処理に移行していけば、県の

必要性がだんだん薄れていく。市町村は平成の大

合併で半分くらいになったが、都道府県は明治か

ら同じまま。県という自治体だけが陳腐化してい

ないという考えは捨てるべきだ。

　道州制の導入にメリットがあるとすれば、（様々

な制度や施設などの）スクラップ＆ビルドができ

る可能性だろう。今回、被災した漁港の再編では

「こんなに見捨てるのか」という意見もあるが、

財源は限られている。選択と集中には道州制の導

入のようなものを１回はくぐり抜けないといけな

い。現在の自治体同士の関係の中では難しいだろ

うし、国が直接やるのも乱暴だ。「お上が決めた

から」では、どこにも地域主権がなくなる。� G

インタビュアーから▶▶
　震災後に初めて仙台市を訪れた人は、市の中心部
が「無傷」なのに驚く。中心市街地ごと津波で流さ
れた多くの被災市町村に比べ、復興への発射台の高
さが明らかに違う。明るくよどみなく話す奥山市長
に被災地の首長という気負いは感じにくい。市長に
話を聞いた後、市が中国からパンダを借り受けるこ
とが明らかになった。パンダの住居となる動物園は
地下鉄東西線の西端にあり、一方の東端には集団移
転先が集中する。他の被災地に比べて余裕がある仙
台の状況を象徴するコントラストだと感じた。
� （仙台支局長　伊野　知宏）




